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第5回「メディアに関する全国世論調査」（2012年）
結果の概要

公益財団法人新聞通信調査会（理事長 長谷川 和明）は、2012年９月に「第５回メディアに関
する全国世論調査（2012年）」を実施しました。調査方法は、住民基本台帳から無作為に選んだ
全国の18歳以上の5,000人を対象とした訪問留置法で、3,404人から回答を得ました。この調査は、
メディアの問題点や評価、信頼度などを客観的で信頼の高い統計手法を用いて調査し、クロス・
メディア時代における新聞の在り方を考えるデータを提供することを目的としたもので、2008
年12月の第１回、2009年９月の第２回、2010年10月の第３回、2011年９月の第４回に引き
続き、第５回目の実施となります。今年度のトピックとして、原子力発電に関する報道の各メディ
アの印象や評価について質問しました。調査結果の概要は以下の通りです。

1.メディアの信頼度と印象
―主要メディアの情報信頼度低下。各メディア
の情報信頼度は調査開始以来最低。
　第１回調査から継続して質問している各種メ
ディアに対する信頼感や印象について、今年度
の結果を過去調査と比較し考察する。
　各メディアが発信する情報をどの程度信頼して
いるのか、全面的に信頼している場合は100点、
全く信頼をしていない場合は０点、普通の場合は
50点として、それぞれ点数で回答してもらった。
その平均点の推移をグラフにしたものが図表1で
ある。「新聞」は68.9点で昨年度調査の72.0点か
ら3.1点の低下となった。「N H Kテレビ」は70.1
点（昨年度74.3点から4.2点低下）、「民放テレビ」
が60.3点（昨年度63.8点から3.5点低下）、「ラジオ」
が58.6点（昨年度63.1点から4.5点低下）、「イン
ターネット」が53.3点（昨年度56.3点から3.0点低
下）であった。情報信頼度は、いずれのメディア
についても昨年度から３～ 4点の低下となり、調
査開始の2008年度以来最低となった。N H Kテ

レビと新聞の情報信頼度が他のメディアに比べ高
い傾向はこれまでと変わらないが、全メディアと
も信頼度の低下がはっきりと数値で示された格好
だ。（図表1）

図表１　各メディアの情報信頼度（時系列）
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　次に、新聞の情報信頼度の年度変化を年代別・
新聞朝刊の閲読頻度別に見ていく。
　各年度共通の傾向として、年代別では上の世
代ほど信頼度が高く（2012年度調査では18 ～
19歳の信頼度が高くなっているが、この年代は
サンプルが少なく誤差が生じやすいので慎重に
解釈する必要がある）、新聞朝刊の閲読頻度別で
は、頻度の高い人ほど信頼度も高い。新聞を日
常習慣的に読んでいる読者層ほど、新聞への信
頼度が高い傾向を示している。
　しかし、各層の経年変化を見てみると、もと
もと信頼度が低めだった若い世代や新聞をあま
り読まない層だけではなく、高年齢層や新聞を

「毎日」読む層でも、一様に信頼度が低下してい
ることが分かる。（図表2）
　いわゆる「新聞離れ」を危惧する議論の中で、イ
ンターネットメディアの台頭が影響していると指
摘されることがあるが、本調査の結果からはネッ
トをあまり使わない人々の間でも、新聞への信頼
度が低下してきていることが明らかになった。
　各メディアについてどのような印象を持って
いるかを聞いたところ、「情報源として欠かせな
い」メディアとして新聞を挙げた人が56.0％、「情
報が役に立つ」メディアとして新聞を挙げた人が
51.9％、「情報の量が多い」メディアとして新聞
を挙げた人が39.9％と、それぞれ新聞が１位と
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図表２　新聞の情報信頼度（年代別・新聞朝刊の閲読頻度別）

図表３　各メディアの印象　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （n=3,404、複数回答）
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なっている。「社会的影響力がある」「情報が信
頼できる」ではＮＨＫテレビが、「情報が面白い・
楽しい」「手軽に見聞きできる」「情報がわかり
やすい」では民放テレビが１位となった。
　過去の調査と比較すると、新聞、ＮＨＫテレビ、
民放テレビは、2010年度から2011年度にかけ
て震災報道が評価されたためか、多くの項目で
印象が良くなっていたが、今年度調査では全項
目で割合が下がっている。一方、インターネッ
トは、2010年度から2011年度にかけて全項目
で印象が悪くなっていたが、今年度調査では割
合が上昇している。先に見た信頼度得点とも関
連しているのか、この設問で聞いた「情報が信頼
できる」についてもＮＨＫテレビが12.9ポイント、
新聞が7.3ポイント、民放テレビが7.7ポイント
といずれも大きく減少している。（図表3）

２.新聞の閲読状況
―朝刊を「毎日読む」全国民の58％、年代を問わ
ず新聞離れの傾向。
　人びとの新聞との接し方（読み方）も本調査
の重要なテーマとして継続して調査を行ってい
る。特定のメディアのユーザーや年代に偏らな
いサンプルから得た新聞の閲読頻度等のデータ
は、新聞のこれからのあり方を考える上で大い
に参考になると思われる。
　新聞の閲読頻度を聞いたところ、朝刊を「毎
日」読んでいる人は57.8％と過半数を占め、頻
度にかかわらず読んでいる人の合計が78.7％と
なり、人々の生活の中で朝刊を読むことが習慣
となっている様子が分かる。しかしながら、「毎
日読む」が昨年度の61.4％から3.6ポイント減少
し、「読まない」が昨年度の17.0％から3.5ポイ
ント増加していることから、新聞の閲読率の減
少傾向が進んでいると言える。
　性別に見ると、「毎日読む」は男性では昨年度
から1.3ポイント減にとどまっているが、女性
では6.0ポイント減と閲読率の減少が顕著であ
る。年代別に見ると、新聞朝刊の閲読頻度は年
代と比例しており年代が高いほど頻度が多いの
は例年通りだが、「毎日」読む人は18 ～ 19歳を
除く全ての年代で減少しており、特に、50代（昨
年度比7.9ポイント減）、30代（同6.9ポイント
減）、40代（同5.4ポイント減）で下げ幅が大き
い。30代と20代では新聞朝刊を「読まない」と

の回答もそれぞれ8.9ポイント増、6.6ポイント
増と大幅に増加している。若年層の閲読頻度の
低下は調査開始以来一貫して続いているが、40
代と50代で大幅に低下したのは今年度調査が
初めてであり、中年層でも「新聞離れ」の傾向が
加速していることが読み取れる。（図表4）
　また、新聞を読む理由として「新聞を読む
のが習慣になっている」と回答した者の割合
が、20代 は23.4 ％、30代 は32.9 ％、40代 は
46.4％、50代は52.4％、60代は65.1％、70代
以上は69.1％となっており、若い世代では新聞
を読むことが習慣となっていない。このことか
らも、若年層で新聞を読まない人が増加してい
るのは、そもそも新聞を読む習慣がない人々が
増えてきているためと考えられるが、これまで
習慣的に新聞を読んでいた中年層で新聞を読む
頻度が減っていることについては、その原因を
探っていくことが今後の課題となる。

　新聞の閲読率が減少する中、新聞の各記事の
読まれ方はどのように変化しているか見てみた。
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図表４　新聞（朝刊）の閲読頻度（性・年代別）　　 （n=3,404）

注：性別、年代別の上段は 2012 年度調査、下段は 2011 年度調査
の数値。
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ビ・ラジオ欄」（今年度46.1％、昨年度50.7％）、
「地元に関する記事」（同34.1％、35.0％）、「社
会に関する記事」（同22.7％、23.5％）となり、
昨年度と順位に変化はなく、生活に密着した身
近な事柄に関する記事が引き続きよく読まれて
いることが分かった。ただし、「テレビ・ラジオ
欄」を「必ず読む」と答えた人の割合は4.6ポイン
ト減少している。
　さらに、新聞の購読率の変化についても触れ
ておく。新聞を月ぎめでとっている人の比率は、
2008年度調査開始時から低下傾向にある。今
回調査では81.7％と昨年度（85.2％）から3.5ポ
イント減となった。とっている新聞の種類で見
ると、「全国紙（朝日、毎日、読売、産経、日本
経済新聞）」の購読率が昨年度49.1％から今年度
44.0％に5.1ポイント減少した。一方、「県紙・
地方紙」は購読している人が29.1％と昨年度比0.8
ポイント減、「ブロック３紙（北海道、中日、西
日本新聞）」は11.8％と昨年度比0.6ポイント増と
比較的安定した購読率を維持している。
　特に全国紙で購読率の低下が顕著になったが、
この低下傾向が来年度以降も継続していくのか
注視していく必要がある。（図表5）

３.電子新聞の利用
―電子新聞の利用拡大、20代の10人に１人が
利用。
　パソコンや携帯電話、タブレットなどで読む
ことができる電子新聞について聞いたところ、

「現在、利用している」と回答した人は2010年
度2.0％、2011年度1.6％であったが、今回調

査で5.2％に上昇した。年代別では20代で利用
率が最も高く9.9％となり、10人に１人が利用
している計算になる（昨年度比7.6ポイント増）。
30代でも利用率が昨年度比6.4ポイント増の
8.7％となり、この１年間で若年層を中心に電
子新聞が浸透してきたことが分かる。スマート
フォンの販売台数の増加もさることながら、電
子新聞発行元の増加、新聞社の電子新聞販売の
積極的なＣＭ展開や紙の新聞とのセット料金の
提供などが、昨年度より電子新聞利用が拡大し
た一因となっていると思われる。先に見たよう
に、紙の新聞の閲読率、購読率の低下傾向が表
れる一方で、電子新聞の利用拡大の兆しが見え
ているが、この動向が確かなものとなっていく
かどうか、来年度以降の調査結果に注目したい。

（図表6）
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図表６　電子新聞の利用について（年代別）　　　（n=3,404）

注：年代別の上段は 2012 年度調査、下段は 2011 年度調査の数値。
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　「現在利用していないが、利用してみたい」と
いう人に、電子新聞が一月いくらくらいなら購
読したいと思うか聞いたところ、「1,000円未満」
が59.1％、「1,000 ～ 2,000円未満」が24.0％と
いう結果となった。インターネットニュースが
無料で見られるということもあり、本設問では、
現行の価格設定よりは低い価格を回答する傾向
が見られた。ただ、現在の新聞の1 ヶ月の購読
料（朝夕刊のセットでおよそ4,000円）について
どう思うか聞いた結果を見ると、「かなり高い」

「少し高い」と答えた合計が51.9％とほぼ半数を
占めるが、「妥当」との回答も45.6％あり、必ず
しも価格だけが「新聞離れ」につながっているわ
けではなさそうだ。しかし、年代別にみた時に、
20代の60.8％、30代の62.7％が「かなり高い」

「少し高い」と答え、「妥当」と答えた人が20代は
37.2％、30代は35.3％にとどまることを考えると、
若年層では価格の負担感が大きいと言える。現
状の電子新聞の料金設定をみると、電子新聞の
みの購読者には、紙の新聞の購読料より若干安
い料金が設定されている。また、既存の紙の新
聞購読者を対象に、プラス1,000円程度で電子
新聞も購読できるサービスの提供は、同一世帯
の中の若年層を対象に電子新聞の利用を拡大す
る戦略であろう。電子新聞の普及を進める上で、
質やサービスと価格の問題、ターゲットごとの
アプローチが今後の課題となるだろう。

4.インターネットによるニュースの閲覧
―インターネットニュース「毎日見る」のは４人
に１人、20代、30代では約半数。よく見る記
事は「芸能･スポーツ」71％。
　近年普及が著しいインターネットニュースにつ
いても、本調査では接触状況などを聞いている。
　パソコンや携帯電話を使ってインターネット
ニュースを見ているか聞いたところ、「見る」と
答えた人は全体の58.4％、「毎日見る」は25.7％
であった。インターネットニュースの閲覧状況
は、新聞の閲読頻度と同様に、年代による差が
大きく、20代では49.1％、30代では49.8％が「毎日」
見ると回答している一方で、50代の36.8％、60
代の60.4％、70代以上の83.6％が「見ない」と回
答している。新聞の朝刊を「毎日読む」と答えた
人の割合が、20代で18.2％、30代で30.0％であっ
たことを考えると（図表4参照）、20代と30代で

は新聞よりインターネットニュースの方が接触
率が高いということになる。また、昨年度調査
からの変化を見ると、「毎日見る」は30代で2.3
ポイント増、60代で2.5ポイント増となっている。
頻度にかかわらず「見る（計）」と答えた人は全年
代で増加しており、50代で4.3ポイント増、60
代で5.7ポイント増、70代以上で3.9ポイント増
と年代の高い層での接触率の増加が目立つ。（図
表7）

　よく見るインターネットニュースの記事を聞
いたところ、「スポーツ・芸能記事」が70.8％

（昨年度71.2％）と最も多く、次いで「社会記
事」57.1％（同53.4％）を挙げる人が半数を超
えた。昨年度と比較すると、順位に変化はなく
全体的な傾向は変わらないが、「社会記事」（昨
年度53.4％→今年度57.1％）、「国際情勢記事」

（同26.9％→31.6％）、「文化記事」（同21.6％
→26.0％）が４～５ポイント増加した。
　インターネットニュースを見るサイトにつ
い て 聞 い た と こ ろ、Ya h o o !、G o o g l eな ど

(%)
毎日見る 見ない

2012年度

2011年度

2010年度

男　性

女　性

18歳～

20　代

30　代

40　代

50　代

60　代

70代～

25.7

25.1

25.5

29.8
30.0

21.9
20.7

47.6
37.3

49.1
48.8

49.8
47.5

36.9
36.2

22.2
22.9

3.8
3.3

11.4
8.9

40.3

43.9

41.7

35.0
38.1

45.2
49.0

7.3
13.4

4.8
7.3

11.8
15.3

21.5
24.2

36.8
41.7

60.4
66.7

79.0
83.6

見る（計）

58.4 

55.2 

57.1 

63.6 
60.9 

53.5 
50.1 

92.7 
86.6 

94.9 
92.4 

88.0 
84.5 

78.3 
75.4 

62.0 
57.7 

38.0 
32.3 

17.5 
13.6 

図表７　インターネットニュースの閲覧状況
（性・年代別）（n=3,404）

注：性別、年代別の上段は 2012 年度調査、下段は 2011 年度調査
の数値。
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のポータルサイトを挙げた人が84.6％（昨年
度87.3％）、新聞社の公式サイトを挙げた人は
26.2％（昨年度25.6％）と昨年度と同様の結果と
なった。ポータルサイトでスポーツ・芸能ニュー
スや事件・事故等に関するヘッドラインを閲覧
するという使われ方が一般的なようだ。

5.将来の新聞の役割
―「新聞の役割が少なくなってくる」が若い世代
では優勢。
　インターネットの普及が新聞に及ぼす影響に
ついても継続して質問を行っている。将来の新
聞について、「インターネットなどの普及によ
り新聞の役割が少なくなってくる（新聞の役割
が少なくなってくる）」と「今までどおり、新聞
が報道に果たす役割は大きい（新聞の果たす役
割は大きい）」という二つの意見のどちらに賛成
するか聞いた結果が図表８である。総数を見る
と、「新聞の果たす役割は大きい」への賛成が
45.2％と「新聞の役割が少なくなってくる」への

賛成（37.4％）を上回る。昨年度と比較すると、
全体ではほとんど変化がないが、年代別にみる
と、「新聞の役割が少なくなってくる」は、20
代（昨年度57.6％→今年度61.6％）、30代（同
51.5％→56.0％）、40代（同41.2％→45.3％）で
４～５ポイントの増加となっている。「新聞の
役割が少なくなってくる」が「新聞の果たす役割
は大きい」を上回っている20代～ 40代でさら
にその差がひらいていることは、新聞の将来を
考える上で重視すべき結果と言える。（図表8）

6.新聞の原発報道に対する評価と要望
―新聞の印象は「判断の参考になった」、今後期
待する報道は「自然エネルギーについて」。
　今年度調査のトピックとして、原子力発電に
関する報道について各メディアの印象を聞いた。

「自分の意見を持ったり、判断したりする時に、
参考になった」メディアとして「新聞」を挙げた
人が42.1％と１位となっているが、２位の「ＮＨ
Ｋテレビ」（41.9％）、３位の「民放テレビ」（41.4％）
とは僅差である。この印象について、実際に新
聞の原発報道を読んだと思われる新聞閲読者に
限定すると、半数を超える50.2％が新聞を挙げ
ている。
　「公正・中立な報道がされていた」「他のメディ
アの情報より信頼していた」「事実が正確に報
道されていた」メディアとしては、全回答者で
は「ＮＨＫテレビ」が50％前後で１位、「新聞」
が40％強で２位であったが、新聞閲読者に限
定すると、それぞれ「新聞」を挙げた人の比率が
50％前後と、「ＮＨＫテレビ」の評価と同程度、
もしくは上回る。
　「政府や官公庁、電力会社が発表した情報をそ
のまま報道していた」については、「ＮＨＫテレ
ビ」を挙げた人が最も多く53.1％、以下「新聞」

（43.1％）、「民放テレビ」（34.4％）となってい
る。「いろいろな立場の専門家の意見を比較でき
た」「難しい内容がわかりやすく解説されていた」
では民放テレビが１位となっている。「インター
ネット」の原子力発電に関する報道への印象は、
いずれの項目も10％台からそれ以下で、４位に
とどまった。（図表9）
　今後新聞に望む報道内容は、原子力発電を再
稼働させるべきと考える再稼働賛成層と、再稼
働させるべきではないと考える再稼働反対層で

37.4

36.5

38.7 

32.7

36.7
36.7

38.0
36.3

52.4
55.2

61.6
57.6

56.0
51.5

45.3
41.2

36.1
34.3

26.4
27.1

16.8
19.1

14.9

16.9

16.7 

17.3

14.0
15.4

15.7
18.2

18.3
17.9

13.6
17.3

15.3
19.5

13.6
17.6

13.7
16.9

14.6
14.9

17.1
16.2

45.2

46.1

43.7 

49.3

47.1
47.5

43.3
44.9

28.0
26.9

23.3
24.9

25.8
29.0

39.1
41.0

48.6
48.2

57.3
57.5

60.8
63.3

(%)
2012年度

2011年度

2010年度

2009年度

男　性

女　性

18歳～

20　代

30　代

40　代

50　代

60　代

70代～

新聞の役割が少なくなってくる
どちらともいえない
無回答
新聞の果たす役割は大きい

図表８　将来の新聞についての意見（性・年代別）（n=3,404）

注：性別、年代別の上段は 2012 年度調査、下段は 2011 年度調査
の数値。
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傾向が大きく異なっている。「自然エネルギー（太
陽光・風力・水力・地熱など）について」の報道
への要望が、再稼働賛成層（59.1％）も、再稼働
反対層（74.2％）も最も高いが、比率には15.1ポ
イントの差がある。以下、再稼働賛成層では、「原
子力発電の再稼働について」（55.0％）、「日本の
経済全般への影響」（50.9％）、「福島第一原発事
故の現状と今後」（47.6％）、「放射能の拡散状況
や健康への影響」（45.5％）、「原子力発電所の安
全維持への政府の方針」（45.3％）となっている。
再稼働反対層では、以下、「放射能の拡散状況や
健康への影響」（66.9％）、「原発から出る核廃棄
物の処理問題」（64.5％）、「福島第一原発事故の
現状と今後」（64.4％）への要望が60％を超えて
いる。再稼働賛成層・反対層ともに自らの立場
に沿う報道を新聞に望む傾向がはっきりと表れ
ている。（図表10）

調査の概要
●調査地域
　全国
●調査対象
　18歳以上男女個人（5,000人）
●サンプリング法
　住民基本台帳からの層化二段無作為抽出法
●調査方法
　専門調査員による訪問留置法
●実査時期
　2012年8月24日から9月11日
●調査委託機関
　社団法人　中央調査社

●回収サンプルの構成
回収数　3,404（68.1％）
　＜性別＞

総　数 男　性 女　性
3,404 1,647 1,757
100.0% 48.4% 51.6%

＜年代別＞
総　数 18～ 19歳 20代 30代
3,404 82 352 450
100.0% 2.4% 10.3% 13.2%
40 代 50代 60代 70代以上
558 582 694 686
16.4% 17.1% 20.4% 20.2%

図表10　今後新聞に望む原発報道

１　　位 ２　　位 ３　　位 ４　　位 ５　　位

自分の意見を持ったり、判断したりする時
に、参考になった

新聞 ＮＨＫテレビ 民放テレビ インターネット 雑誌

42.1 (50.2) 41.9 (44.1) 41.4 (40.3) 18.0 (14.8) 5.5 (5.5)

政府や官公庁、電力会社が発表した情報を
そのまま報道していた

ＮＨＫテレビ 新聞 民放テレビ インターネット 雑誌

53.1 (54.3) 43.1 (49.4) 34.4 (33.8) 9.5 (7.8) 2.8 (2.8)

公正・中立な報道がされていた
ＮＨＫテレビ 新聞 民放テレビ インターネット 雑誌

50.6 (52.5) 43.4 (50.3) 23.6 (22.0) 11.1 (8.8) 2.5 (2.5)

他のメディアの情報より信頼していた
ＮＨＫテレビ 新聞 民放テレビ インターネット 雑誌

47.9 (49.6) 42.4 (49.5) 20.4 (18.6) 12.7 (10.0) 2.5 (2.6)

事実が正確に報道されていた
ＮＨＫテレビ 新聞 民放テレビ インターネット 雑誌

46.5 (48.8) 43.9 (51.0) 25.0 (24.2) 14.5 (12.4) 4.7 (4.6)

いろいろな立場の専門家の意見を
比較できた

民放テレビ ＮＨＫテレビ 新聞 インターネット 雑誌

52.0 (51.2) 38.0 (40.3) 25.0 (30.1) 11.0 (9.5) 5.0 (5.2)

難しい内容がわかりやすく解説されていた
民放テレビ ＮＨＫテレビ 新聞 インターネット 雑誌

45.4 (43.7) 40.5 (43.1) 33.6 (39.9) 12.4 (9.6) 4.6 (4.7)

図表９　原発報道に関する各メディアの印象　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （n=3,404、複数回答）

59.1

45.5

47.6

42.6

55.0

50.9

45.3

32.1

26.3

25.9

74.2

66.9

64.4

64.5

37.6

38.4

40.5

44.2

30.4

31.4
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放射能の拡散状況や健康への
影響

日本の経済全般への影響

海外の原発事情やエネルギー
政策

再稼働賛成層（N=704）
再稼働反対層（N=1,571）

福島第一原発事故の現状と今後

原発から出る核廃棄物の処理
問題

原子力発電所の安全維持への
政府の方針

原子力発電の再稼働について

発送電分離など電力会社の
今後のあり方について

自然エネルギー（太陽光・風力・
水力・地熱など）について

ＣＯ₂排出による環境問題への
影響
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2月の時事世論調査
　2月の時事世論調査の結果、安
倍内閣2回目の支持率は61.4％で、
前回の54.0％から7.4ポイント上
昇した。不支持率は前月より3.3
ポイント減少の17.5％だった。
　内閣発足初回調査からの支持
率7.4ポイントのアップは、歴代
内閣の中では1960年7月の池田
内閣初回調査の33.8％から2回目
の同年8月の43.7％に9.9ポイン
ト上昇した上げ幅に次いで高い。
　安倍内閣は1月22日、日銀と
ともに２％のインフレ目標を明
記した「共同声明」を発表。29日
に一般会計総額92兆6,115億円
の13年度予算案を臨時閣議で
決定。また、アルジェリアの武
装勢力による人質事件への対応
や東シナ海での中国海軍艦艇に
よる海上自衛隊の護衛艦に射撃
目標をとらえる火器管制用レー
ダーを照射していたことを発表、
中国への厳重抗議などの評価が
影響したと見られる。
　調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で2
月8日から11日に実施。有効回
収（率）は1,254（62.7％）だった。

　この時期の動きを見ると、国
内では、
　補正予算13.1兆円閣議決定：
緊急経済対 策を柱とする13兆
1,054億円の12年度補正予算案
を政府閣議決定。過去２番目の規
模。財源の約６割は国債で（1月
15日）。

満了を待たず副総裁２人の任期切
れ３月19日に辞職と（5日）。

　国外では、
　アルジェリアで武装勢力による
人質事件：大手プラントメーカー

「日揮」の社員らが働くアルジェ
リア東部の天然ガス関連施設を
イスラム武装勢力が襲撃、外国
人らを拘束（1月16日）。軍が武
装勢力を攻撃。17人の日本人の
うち10人の死亡を確認（17 ～
24日）。

　政党支持率は、自民党は前月
比2.3ポイント増の26.5％、民主
党は0.2ポイント増の5.5％。日
本維新の会は前月比1.3ポイント
減の3.3％で、初めて後退した。

　国民の景気感は、「良くなっ
た」は前月より3.1ポイント増の
12.9％、「悪くなった」は1.9ポイ
ント減の19.3％で、時事世論景
気指数は前月の131からさらに
139に好転した。
　昨年の今頃と比べて暮らし向
きは、「楽になった」は前月より0.2
ポイント増の3.5％、「苦しくなっ
た」は前月より0.8ポイント増の
27.1％。

　体罰翌日に生徒自殺：大阪市立
桜宮高校でバスケットボール部主
将の２年男子生徒が顧問の男性教
諭から体罰を受けた翌日自殺。市
教委発表（8日）。市教委は同高の
体育科とスポーツ健康科学科の募
集を中止し、普通科に振替え入試
を決定。募集中止は橋下徹市長が
要請（21日）。
　２％のインフレ目標明記：政府
と日銀は２％のインフレ目標を明
記した「共同声明」を発表。目標達
成のため期限を設けず国債などの
金融資産を買い入れる新たな金融
緩和策を決定。日銀が具体的な物
価目標の設定や無期限緩和は史上
初（22日）。
　貿易赤字、過去最大：12年の
貿易統計で貿易収支は6兆9,273
億円の赤字。赤字額は第２次石油
危機直後の1980年を上回り過去
最大。財務省発表（24日）。
　過去最大規模の予算案：一般
会計総額92兆6,115億円の13年
度予算案を閣議決定。政権交代
後初の新年度予算編成。東日本大
震災復興対策を含む約97兆円で
過去最大規模の大型予算（29日）。
　首相、原発ゼロ見直す：安倍首
相は衆院本会議で2030年代に原
発の稼働ゼロ目指すとした野田前
政権の戦略を「ゼロベースで見直
し、責任あるエネルギー政策構築」
と全面見直しを表明（30日）。
　中国艦、海自護衛艦に射撃レー
ダー：東シナ海で１月30日、中国
海軍艦艇が海上自衛隊の護衛艦
に射撃目標をとらえる火器管制用
レーダーを照射。同月19日にも東
シナ海で中国海軍艦艇が飛行中の
海上自衛隊艦艇の搭載ヘリにレー
ダーを照射した疑いがあると小野
寺防衛相が発表。政府は不測の衝
突を招きかねないと中国に厳重抗
議（2月5日）。
　日銀白川総裁、辞職意向表明：
安倍首相と会談し４月８日の任期

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2005年 06年 07年 08年 09年 10年 11年
131.1 143.7 117.2 42.0 61.0 96.8 84.1
12 年 （２月）（3 月）（４月）（５月）（６月）（７月）（8月）

85 100 95 107 100 105 108
（9月）（10月）（11月）（12月）13 年 （１月）（２月）

98 95 91 86 131 139

政党支持率（上段：2 月、下段：1 月）
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